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表11(1) 原水の濁度異常への対応 

富栄養化、導水路工事等に伴う水質悪化 

 ― 

□原水濁度計で異常を検知  □日常試験結果で異常を検知 
□他水道事業体、関係機関等からの情報提供 
□原水濁度計と日常試験結果とを比較 
※計器誤差が原因であれば、濁度計の調整を行い様子を見る 
□関係機関からの情報収集 

□管理基準を超過している場合又は超過することが予想される場合 

□原 水：20 度以下      □沈澱水：0.5 度以下 
□ろ過水：0.05 度以下      □送 水：0.5 度以下 

□2 度以下（ろ過水 0.1 度以下：ｸﾘﾌﾟﾄｽﾎﾟﾘｼﾞｳﾑ対策のため） 

□水質汚染事故における緊急時対応マニュアル 

 
（１）管理基準を超過している場合又は超過することが予想される場合 
 □凝集剤を増量する 
 □フロック形成池でのフロック形成状況を確認する 
 □濁度の監視を強化する 
 □沈澱水又はろ過水で管理基準を超過している場合は、異常時対応マニュアル『沈 
  澱水の濁度異常への対応』『ろ過水の濁度異常への対応』による 
 □原水濁度の上昇が継続し、浄水処理に相当の影響を及ぼす可能性があると判断し 
  た場合、受水団体等の関係機関へ検出状況等の情報提供をする 

  □原因が長柄ダムより上流にある場合は、状況に応じて水資源機構に長柄ダムへの 
   揚水停止を要請する 
 
（２）上記(１)によっても、ろ過水が管理基準を超過し、更に水質基準等を超過するこ
と 
   が予想される場合 
 □受水団体、関係課と協議のうえ、水道技術管理者の判断により取水量の減量又は 
  取水停止、送水停止をする 

 
（３）取水停止、送水停止をする必要が生じた場合又は生じる恐れがある場合 
  □受水団体と水運用について協議する 
  □受水団体等へ、現状及び今後の対応、担当者等について連絡する 
  ※途中経過等を適宜連絡すること 

 
（４）処理の再開に向けた対応 

 □原因の究明 
  □異常のある水の処分方法の検討、排水先関係機関との協議 

□異常のある水の処分、施設の洗浄等 
 
（５）処理の再開 
  □原因が判明し、原水濁度が処理限界を下回り、下降傾向であることを確認した後 
   に処理を再開する 
 
 
 
 
 
 
 
 

５．対応方法の設定 

 

５－1 管理基準を逸脱した場合の対応 

 監視によって水質項目ごとに設定した管理基準を逸脱していることが判明した場合は、以

下の①～⑤を基本に対応することとします。 

 また、危害発生時に管理措置を行った場合（通常の原水水質変動への対応を除く）は、表

５に示す様式に準じて危害対応報告書を作成することとします。 

 主な水質項目について管理基準逸脱時の対応方法を「南房総広域水道企業団異常時対応マ

ニュアル」（P54～87）（以下「異常時対応マニュアル」という。）にとりまとめました。 

 ①施設・設備の確認点検 

   施設の状態確認、薬品注入設備の動作確認、監視装置の点検等 

 ②浄水処理の強化 

   沈澱時間を長くする、ろ過速度を遅くする、浄水薬品注入を増量する等 

 ③修復・改善 

  排水、管の清掃・交換、機器・設備の修繕等 

 ④取水停止・送水停止 

   高濃度時の取水停止・送水停止 

 ⑤関係機関への連絡・働きかけ 

   水質悪化時の関係機関への連絡、要望等 

 

表５  危 害 対 応 報 告 書 

 

５－２ 緊急時の対応 

 管理基準からの大幅な逸脱や予測できない事故等による緊急事態が起こった場合の対応

は、以下によるものとします。 

  ①『水質汚染事故における緊急時対応マニュアル』 

  ②『大多喜浄水場緊急時の対応マニュアル』 

危害発生年月日     年    月    日        時   分 

報 告 書 作 成 者  

危 害 状 況  

危 害 検 知 方 法 水質検査、水質計器、外部機関情報、施設点検等の現場確認時、そ

の他 

【詳細記入】 

管 理 措 置  
参照した異常時対応 

マニュアル 表 10（ ） 

備 考 資料、写真等 

３．危害分析 

 

３－１ 危害抽出 

 危害の抽出に際しては、職員の意見をもとに実際の浄水場の運転の中で経験している危

害、運転の中で想定される危害、過去に発生した水質事故例等から、水源、浄水、送水の各

プロセスで発生が想定される危害原因事象を抽出しました。また、危害原因事象に関連する

水質項目についても、表３(１)～(７)「危害原因事象、関連水質項目、リスクレベル、管理措

置及び監視方法の整理表」(P18～P24)に一括して示しています。 

 

３－２ リスクレベルの設定 

 １）発生頻度の特定 

  抽出された危害原因事象の発生頻度について、表３－２(１)により分類しました。結果 

 は表３(１)～(７)に示すとおりです。 

表３－２(１) 発生頻度の分類 

分 類 内   容 頻   度 

Ａ 滅多に起こらない １０年以上に１回 

Ｂ 起こりにくい ３～１０年に１回 

Ｃ やや起こる １～３年に１回 

Ｄ 起こりやすい 数ヶ月に１回 

Ｅ 頻繁に起こる 毎月以上 

 

２）影響程度の特定 

  抽出された危害原因事象の影響程度について、表３－２(２)により分類しました。結果 

 は表３(１)～(７)に示すとおりです。 

      表３－２(２) 影響程度の分類 

分 類 内  容 発生場所 説   明 

ａ 取るに足ら
ない 

水源、取水･導水 ・通常の浄水処理で問題ない 

浄水場 ・浄水処理の強化により対応可能、利用上の支障はない

電気計装設備 ・浄水処理に影響はない 

送 水 ・送水に影響はない 

ｂ 考慮を要す 

水源、取水･導水 ・浄水処理の強化により対応可能 

浄水場 
・水質基準値内であるが、一部の人が利用上の支障を感

じるおそれがある 

電気計装設備 
・予備機への切り替えや予備品による修理を要す、浄水

処理に影響はない 

送 水 

・予備機への切り替えや予備品による修理を要す、送水

に影響はない 
・水質基準値内であるが、一部の人が利用上の支障を感

じるおそれがある 

４） 浄水場施設 

《施設》最大給水能力：42,330 ㎥／日 

施 設 名 形状・寸法・面積 数量 備   考 

着水井 7.5m×3.0m×5.4m 1 池  

粉末活性炭接触池 (27.5m×15.5m+6.25m×8.0m)×5.6m 1 池 水平迂流式 

前塩素混和池 4.0m×16.5m×4.64m 1 池 水平迂流式 

薬品混和池 3.0m×3.0m×4.15m×2 連 2 池 フラッシュミキサー攪拌

フロック形成池 12.0m×3.0m×3.5m×4 段 3 池 フロキュレーター攪拌 

薬品沈でん池 12.5m×31.6m×3.8m 3 池 全段傾斜管装置設置 

中間塩素混和池 5.3m×9.5m×5.94m 1 池 水平迂流式 

急速ろ過池 4.9m×7.8m＝38.22 ㎡ 15 池 二層ろ過・自己水洗浄方式

補給水槽 2.5m×5.3m×2.3m 1 槽 ろ過池洗浄用 

浄水池 39.2m×25.1m×5.0m＝4,200 ㎥ 1 池 隔壁により 2 系統に分割

排水処理 

 

排水池 9.0m×13.0m×5.0m 2 池  

排泥池 4.0m×9.0m×5.0m 2 池 撹拌機(2 台) 

濃縮槽 11.5m×11.5m×4.0m 2 池 掻寄機(2 台) 

天日乾燥床 総面積 12,163 ㎡ 21 床  

 

 《電気計装設備》 

施 設 名 形状・寸法・面積 数量 備   考 

電気設備 

 

受変電設備 6.6kV 2 回線受電 1 式 契約電力 1,200kw 

自家発電機 6.6kV 1,250kVA 1 基 ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機 
浄水･送水設備非常用 

自家発電機 200V 37kVA 1 基 
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機 
給水ﾎﾟﾝﾌﾟ設備非常用 

監視制御設備 

 中央監視制御装置 分散形監視制御方式 1 式 LCD3 台･制御装置 5 台 

遠方監視制御装置 TC/TM 方式 1 式 親局 21 台･子局 21 台 

 

 《薬品注入設備》 

設 備 名 仕   様 数量 備   考 

次亜塩注入設備 

 

生成装置 生成量 300kg－Cl2／日 1 台 無隔膜塩水電解式 

貯蔵槽 φ2,900×5,640H 1 槽 FRP+内面 PVC 製  
容量約 35 ㎥ 

φ3,000×5,640H 1 槽 FRP+内面 PVC 製  
容量約 35 ㎥ 

注入ポンプ 100L／min×18m 1.5kw 2 台 1 台予備 

前次亜注入機 25～800L／h 1 台  

中次亜注入機 25～800L／h 2 台  

 

南房総広域水道企業団水安全計画の概要 

 

１．水安全計画とは 

南房総広域水道企業団（以下、「当企業団」という。）水安全計画は、水源から 

受水団体（市や町の水道事業体）へ水道用水を供給する地点に至るまでの過程 

（以下、「水道システム」という。）において、水道水の供給に影響を及ぼす可能 

性のある要因(危害)を分析し、管理対応する方法（管理措置）をあらかじめ定め 

たものです。 

この計画の策定により、危害が発生した場合に迅速な対応をとることが可能と 

なり、安全で安心な水道用水の供給をより確実なものにすることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．水安全計画策定による効果について 

   水安全計画は、水道システムに存在する危害を明確にし、継続的に監視、制御 

することにより、安全な水道水の供給を確実にするシステム作りを目指すもので

す。 

水安全計画を策定することで以下の効果が期待できます。 

（１）安全性がより向上します。 

     水道システムに存在する危害原因事象を把握し、必要な対応をとることで 

安全性の向上が図られます。また、定期的な見直しにより、将来にわたって 

安全性を確保するとともに、技術力の維持･向上にも役立てることが期待でき 

ます。 

 （２）維持管理水準の向上 

     水道システムに存在する危害原因事象が明確となり、管理方法や対策の優 

先順位が明らかになります。そのことにより、水道システム全体の維持管理 

水準の向上が図られます。 
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（３）技術や知識の継承を図ることができます。 

    水質監視、施設管理、運転制御等に関する技術的な事柄について整理し文 

書化することで、技術や知識の継承が図られます。 

 

３．水安全計画の構成 

   当企業団の水安全計画の主な構成は以下のとおりです。 

（１）水道システムの把握 

     水道を構成するシステムを把握し、そのシステムが水道の水質基準等の水 

質目標を達成できるものであるか確認します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）危害分析 

     危害とは損害又は損失が発生すること、又はそのおそれがあることで、そ 

の危害を引き起こす事象のことを危害原因事象と言います。 

水道システムに潜む様々な危害原因事象を抽出し、関係する危害を分析す 

ることを危害分析と言います。 

     例えば「豪雨により原水の濁りが酷くなり、水道水の濁度が水質基準を超 

    過したことで、健康被害が生じた。」とした場合、「豪雨により原水の濁りが 

    酷くなる」ことが危害原因事象であり、「水道水の濁度が水質基準を超過し、 

    健康被害を生じた」ことが危害となります。 

   当企業団水安全計画では、職員の意見をもとに実際の浄水場の運転の中で 

経験している危害、運転の中で想定される危害、他事業体の事故事例等か 

ら、水源、浄水、送水の各過程で発生が想定される１２０種類の危害を抽出 

しました。 
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（３）管理措置の設定 

    管理措置とは、危害の発生を防止する、又はその影響を軽減するためにと 

る管理対応のことです。 

危害に応じた、監視方法、管理措置及び管理基準をあらかじめ設定します。 

     例えば、浄水場において浄水薬品を注入し、沈殿・ろ過により、濁質分を取

り除くこともその一つであり、状況を監視するために濁度の自動監視装置が設

置されています。 

 （４）異常時対応マニュアルの作成 

     設定した管理基準を逸脱した場合に的確な対応が出来るよう、対応の要点を 

    取りまとめた「異常時対応マニュアル」を３２種作成しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 11(1) 原水の濁度異常への対応 

原 

因 

水 源 富栄養化、導水路工事等に伴う水質悪化 

浄 水 場  ― 

事
実
確

認 

異常の検知 □原水濁度計で異常を検知  □日常試験結果で異常を検知 
□他水道事業体、関係機関等からの情報提供 

異常の確認 
□原水濁度計と日常試験結果とを比較 
※計器誤差が原因であれば、濁度計の調整を行い様子を見る 
□関係機関からの情報収集 

異常の判断 □管理基準を超過している場合又は超過することが予想される場合 

管 理 基 準 □原 水：20 度以下      □沈澱水：0.5 度以下 
□ろ過水：0.05 度以下      □送 水：0.5 度以下 

水 質 基 準 等 □2 度以下（ろ過水 0.1 度以下：ｸﾘﾌﾟﾄｽﾎﾟﾘｼﾞｳﾑ対策のため） 

参照するマニュアル □水質汚染事故における緊急時対応マニュアル 

対
応
措

置 

 
（１）管理基準を超過している場合又は超過することが予想される場合 

 □凝集剤を増量する 
 □フロック形成池でのフロック形成状況を確認する 
 □濁度の監視を強化する 
 □沈澱水又はろ過水で管理基準を超過している場合は、異常時対応マニュアル『沈 
  澱水の濁度異常への対応』『ろ過水の濁度異常への対応』による 
 □原水濁度の上昇が継続し、浄水処理に相当の影響を及ぼす可能性があると判断し 
  た場合、受水団体等の関係機関へ検出状況等の情報提供をする 

  □原因が長柄ダムより上流にある場合は、状況に応じて水資源機構に長柄ダムへの 
   揚水停止を要請する 
 
（２）上記(１)によっても、ろ過水が管理基準を超過し、更に水質基準等を超過するこ
と 
   が予想される場合 

 □受水団体、関係課と協議のうえ、水道技術管理者の判断により取水量の減量又は 
  取水停止、送水停止をする 

 
（３）取水停止、送水停止をする必要が生じた場合又は生じる恐れがある場合 
  □受水団体と水運用について協議する 
  □受水団体等へ、現状及び今後の対応、担当者等について連絡する 

  ※途中経過等を適宜連絡すること 
 
（４）処理の再開に向けた対応 

 □原因の究明 
  □異常のある水の処分方法の検討、排水先関係機関との協議 

□異常のある水の処分、施設の洗浄等 
 
（５）処理の再開 
  □原因が判明し、原水濁度が処理限界を下回り、下降傾向であることを確認した後 
   に処理を再開する 
 
 

留
意
事
項 

 
 
 
 
 
 

表11(14) 原水及び浄水の油（臭気）異常への対応 

原 

因 

水 源 生活排水等の流入、工場排水等の流入、車両、船舶の燃料等の漏洩、不
法投棄 

浄 水 場 場内作業中の事故 
浄水場開口部への投入（テロ） 

事
実
確

認 

異常の検知 
□日常試験結果で異常を検知 
□場内点検による異常の発見 
□他水道事業体、関係機関等からの情報 

異常の確認 
□保存試料(ろ過水)の水質検査を実施 
□原水、浄水を再度採水し、水質検査を実施 
□関係機関からの情報収集 

異常の判断 □管理基準を逸脱している場合又は逸脱することが予想される場合 

管 理 基 準 □原水、ろ過水、浄水、送水ともに：異常でないこと 

水 質 基 準 等 □異常でないこと 

参照するマニュアル □水質汚染事故における緊急時対応マニュアル 

対
応
措

置 

 
（１）原水で管理基準を逸脱している場合又は逸脱することが予想される場合 

□粉末活性炭の注入を開始または増量する 
□油（臭気）の監視を強化する 
□受水団体等の関係機関へ検出状況等の情報提供をする 

  □原因が長柄ダムより上流にある場合は、状況に応じて水資源機構に長柄ダムへの 
揚水停止を要請する 

 
（２）浄水で管理基準を逸脱している場合又は逸脱することが予想される場合 
  □受水団体、関係課と協議のうえ、水道技術管理者の判断により取水量の減量又は 
   取水停止、送水停止をする 
 
（３）取水停止、送水停止をする必要が生じた場合又は生じる恐れがある場合 

□受水団体と水運用について協議する 
□受水団体等へ、現状及び今後の対応、担当者等について連絡する 

   ※途中経過等を適宜連絡すること 
 
（４）処理の再開に向けた対応 

□原因の究明 
□異常のある水の処分方法の検討、排水先関係機関との協議 
□異常のある水の処分、施設の洗浄等 

 
（５）処理の再開 
  □原因が判明し、水質検査を実施して異常の無いことを確認した後に処理を再開 
   する 
 
 
 
 
 
 

留
意
事
項 

 
 
 
 
 
 

表 11(26) 浄水の有機物（TOC）異常への対応 

原 

因 

水 源 渇水時の水質悪化、富栄養化、家畜糞尿等の汚濁物の流入 

浄 水 場 粉末活性炭注入設備の故障等による注入異常 

事
実
確

認 

異常の検知 □定期試験結果で異常を検知 
□他水道事業体、関係機関からの情報 

異常の確認 
□保存試料(ろ過水)の水質検査を実施 
□原水、浄水を再度採水し、水質検査を実施 
□関係機関からの情報収集 

異常の判断 □管理基準を超過している場合又は超過することが予想される場合 

管 理 基 準 □原 水：4mg／L 以下    □浄 水：2mg／L 以下 

水 質 基 準 等 □3mg／L 以下 

参照するマニュアル 水質汚染事故における緊急時対応マニュアル 

対
応
措

置 

 
（１）管理基準を超過している場合又は超過することが予想される場合 
  □粉末活性炭の注入を開始又は増量する 
  □凝集剤を増量する 
  □有機物(TOC)の監視を強化する 
  
（２）上記によっても異常が改善されない場合 

 □粉末活性炭注入状況を確認（実注入量の確認）する 
 □凝集剤注入状況を確認（実注入量の確認）する 

 
（３）上記(１)(２)によっても、管理基準を超過した状態が継続し、更に水質基準を超
過 
   することが予想される場合 
  □受水団体、関係課と協議のうえ、水道技術管理者の判断により取水量の減量又は 
   取水停止、送水停止をする 
 
（４）取水停止、送水停止をする必要が生じた場合又は生じるおそれがある場合 

□受水団体と水運用について協議する 
□受水団体等へ、現状及び今後の対応、担当者等について連絡する 
 ※途中経過等を適宜連絡すること 

 
（５）処理の再開に向けた対応 

□原因の究明 
□異常のある水の処分方法の検討、排水先関係機関との協議 
□異常のある水の処分、施設の洗浄等 

 
（６）処理の再開 
  □原因が判明し、水質検査を実施して、異常の無いことを確認した後、処理を再開 

する 
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４．水安全計画の実施状況の検証と見直しについて 

 （１）水安全計画の実施状況の検証 

     計画で定めた管理措置や監視方法、管理基準逸脱時の対応等が定めたとお 

りに運用されていたかを検証するとともに、水安全計画の実施により常時目 

標とする水質の水道水を供給することができていたかの検証を、設備等の運 

転状況や計器類の点検、校正等の記録及び水質検査結果等の確認により行い 

ます。検証は年１回行います。 

 （２）水安全計画の見直し 

     水安全計画が常に安全な水を供給していくうえで満足するものになってい 

    るか確認し、必要に応じて改善を行います。 

 確認は２～３年に一度実施します。 

    

 


